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工. るま13め石ミニ

この報告書は,平成2年1月22日から2月5日の15日間,フィリピン共和国及びインドネシア共和国で

実施した｢農業･農村開発のためのローカルエネルギー開発実態調査+について,とりまとめたものであ

る｡

ブィ))ピン共和国では,国家かんがい庁(National Irrigation Administration, N I A)の情報のも

とにNueva EciJ'a州のPantabanganを中心にPanpanga)H上流総合かんがいシステム(Upper Panpanga River

Integrated Irrigation System, UPR I I S )の現地畔査を行ない,農業及び農村における電力需給の

実情と併せて,かんがい水利概況と既設かんがい施設を利用した小水力発電等のローカルエネルギーの開

発の必要性と可能性について調査を行なった｡

フィ7)ピンは,現状の発電施設が全体的に老朽化が甚だしく,電力需要に対する供給も不足し,計画停

電さえ行なわれている実情から,電力施設の増強は重要な課題である｡

また,農業開発が地域振興にとって重要な課題でもあり,既設かんがい施設を利用した小水力発電等の

ローカルエネルギーがその一翼を担って開発されることが望まれている｡

調査の結果, pNIAの保有するUPRI I Sのかんがい用の堰で5一-6mの落差を有するものがあり,

これを利用した小水力発電で得られる電力をかんがい用のポンプの動力に充当することで未利用地の再開

発が可能となる事が判明した｡

インドネシア共和国では,協同組合省(Ministry Of Cooperatiyes, MOC)の情報をもとにWest

Sumatera 州のSungaidarehを中心にSitiung移住地における農業及び農村の現状と電力需給の実情につ

いて現地踏査を行ない,自然落差及び既設かんがい施設を利用した小水力発電等のローカルエネルギー開

発の必要性と可能性について調査を行なった｡

インドネシアは,大小13,000の良からなる世界最大の群島国家であるが,その人口はジャワ島に集中し

ている｡このため政府は,ジャワ島から他島への移住計画を実施しており,移住者には1戸当たり3ha

(既こん地1ha,未こん地2ha)の農地が,それぞれ配分されている｡

しかし,移住地ではディーゼル発電により一部電化されているものの無電化地域が多く,今後の農業･

農村の開発には,小水力発電による電力開発が緊急な課題である｡

今回の調査では,移住地区内にある既設のかんがい用堰の落差を利用した小水力発電や,自然河川の落

差を利用した小水力発電等合計8地点のポテンシャリティを確認することができた｡

なお,調査にあたり御指導と御協力を賜った農林水産省構造改善局海外土地改良技術室をはじめ,各国

政府関係者の皆様方,在フィ7)ピン大使館 林田一等書記官,フィ7)ピンNIA大石専門家,大内専門家,

在インドネシア大使館 妾削Iト等書記官, I ICAインドネシア事務所 稲葉副所長,インドネシアMO

C角田専門家並に関係者位に深く謝意を表わすものである｡

Ⅱ. 調査の目的

農村地域のロ-カルエネルギー開発の一環として実施する電化事業は,無灯集落の照明負荷を対象とす

るだけでなく,地域の活性化を図ることを目的として実施する農村整備事業,例えばライスセンタ,パー
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ムオイル加工場等の導入を促進する効果を狙い,かつ,これ等の動力負荷へも供給可能な設備を計画する

必要性が,途上国からのニーズとしてクローズアップされて来ている｡

本調査業務では,現地のローカルエネルギー開発事業関係者の要望意見等を聴取し,農村地域のエ%)レ

ギ一括用の実態を把捉し,開発可能地点の状況を調査して現地の施設管理能力等を勘案のうえ,開発の技

術的手法を検討するものである｡

Ⅲ. 調査率捉告

Ⅲ-1フィリピン共和国

Ⅲ-1-1 フィリピンの概況

フィリピンは大小合わせて約7,000もの島からなる島唄国家であるが,大別するとルソン,ヴィザヤ

ス,ミンダナオの8つの地域の主要11島で総面積(30万k3)の90%を占めている｡陸地は山がちで広い

平野が少なく,火山帯が北のルソン島から南のミンダナオ島まで伸びており,活火山の数は50を超える｡

位置は,北はバシー海峡をへだてて台湾に接し,西は南シナ海をはさんでアジア大陸に,南はセレペス

海をへだててボルネオおよびセレベス島に面している｡気候は年間平均気温が摂氏27℃で,年間を通じ

て温度の変化は少ないが高温,多湿の熱帯性気候で日本の夏に相当する｡ 5-10月の間が雨期, 11月-

4月の間が乾期となる｡人口は5,870万人(1988年)で,このうち1割にあたる592万人がマニラに住

んでいる｡

住民はマレー系を中心に原住種族,中国人,スペイン人との混血などがいる｡

‾宗教はもまとんどの人がカトリック教徒である｡ 1980年代のフィリピン経済は,政局混乱による農本逃

避や対外累積債務増大などの影響から1984, 1985年と連続マイナス成長となり,一時ほ経済規模が1970

年代後半のレベルまで締少してしまった｡しかし,その後,現政権の積極的な財政金融政策や世界的な

金利低下などにより1986年には対前年比1.5%増と3年ぶりのプラス成鳥にもどしている｡親政棒は目

下,失業および貧困間藤a)解決や対外債務対策の一環として,労働集約形輸出産業の育成を図ろうとし

ている｡

班-1-2 フィリピンの農業･農村開発関係事業の概況

1.気候

フィリピンの島々は山がちであって大きな平野8まない｡大きな農業地帯といえるのは,大南川の下

流･中流の沖穫地と洪横地である｡ Agno川とP&npanga川の流域にある中部ルソン平原,ルソン北部の

Cagayan川の谷,ミンダナオ川中流のコタパト平原などが代表的なものである｡

フィ7)ピン杜東北に長い国であるが,緯度による気温の差は小さい｡しかし,山脈の配置と季節風

のため,降水の地域差及び季節差毛ま大きい｡ (表1)
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表1月別平均降水土(1949-1973)

(単位mn)

月
ラオアグ ツゲガラオ バギオ マニラ レガスピ セブ ス7)ガオ ダパオ ゼネラル

サントス

1月 3.7 23.2 10.6 14.7 317.2 10l.I 623.8 115.‾4 66.2

2 l.3 19.4 ll.4 5.5 172.9 66.4 450.2 103.I 67.8

8 2.3 35.1 40.0 8.8 219.9 53.3 376.6 91.1 42.9

4 ll.6 50.6 103.1 15.4 161.9 59.4 243.3 152.6 53.0

5 109.4 102.7 269.7 103.8 182.5 lll.3 178.8 234.4 01.4

6 398.7 168.4 455.8 257.1 209.2 184.7 133.6 170.7 03.6

7 450.I 210.4 793.0 359.0 232.0 206.5 174.3 187.6 85.7

8 523.6 235.7 822.4 408.I 268.2 183.3 158.3 170.5 85.7

9 376.3 210.6 615.4 320.1 252.0 200.8 169.4 193.9 76.8

10 103.I 245.8 291.2 18l.6 314.0 185.9 271.6 165.1 91.7

ll 48.5 305.5 123.7 121.7 488.9 176.8 458.5 155.2 93.9

12 15.2 10l.9 33.2 64.8 496.2 125.6 601.2 Ilo.2 74.2

計 2043.8 1709.3 3569.5 186O.6 3314.9 1655.1 3839.6 1849.8 942.9

出所 Philippine Alnanac
,and
Handbook of Facts(ぬnila,1977) , p30.

まず,年間の降水量についてみると,全国平均は2,366tntDであるが,バギオを中心とする山岳地方,

ルソン島とサマール島の東岸,ミンダナオ島の北東部,ルソン鳥の中西部,バナイ島の西岸が降雨量

の大きい地域となっており, 4,500ntnをこえることも多い｡他方,セブを中心とするピサヤ中部,ミ

ンダナオ島とパラワン島の南部が寡両地帯で,とくにミンダナオ島の南端はl,000nn以下の降水しか

ない｡ (図1及び図2)
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地域的な降水の型をみると,以下の4気候区に分けることができる｡ (図3)

(1) ll-4月の低温期に乾燥し,それ以外の季節に降水が集中する型で,とくに6月-10月が雨季に

なっている｡ルソン,ミンドロ,バナイ,ネグロスなどの西岸にみられる｡

俊) 2-4月に短い乾季がみられるが,捻っきりした雨季がみられないもの｡カガヤン谷,バナイ島,

ネグロス島の東岸,セブ島南半,ミンダナオ北中部とサンボアンガ半島,パラワン島東中部｡

(8)降水の月別分布が比較的平均していて,乾季や雨季が明瞭に認められないもの｡ルソン島北部の

東岸ミンドロ島東岸からピコール半島の西側,レイテ島西岸,セブ島北半,ボホール島,ミンダナ

オ島中部及び南部｡

L4)低湿期に降水が多いが,他の季節にも降水があっても,乾季が見らわないもの｡ピコール半島の

太平洋岸,サーマル島,レイテ島の東岸,ミンダナオ島の太平洋岸｡
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2.農産物

農業の作付面積をみると米324万ha,ココナッツ321万ha,トウモロコシ316万h8,バナナ32万ha

の順になっている｡ (83年)

しかしながら,ココナッツ姑樹の老齢化により,次第に生産が減少している｡

農業生産物の生産高は表2のとおりである｡

表2農励生甲単位:1,...トン)
1984年 1985年 1986年

米 7,841 8,200 9,097

トウモロコシ 8,346 3,436 3,922

バナナ 3,819 3,698 3.820

マンゴー 378 384 296

パイナップル 1,719 1,449 I,602

かんきつ類 124 123 132

根菜作物 2,287 2,453 2,669

玉ねぎ,じゃがいもを含む野菜 477 467 487

豆類 38 41 38

コ､-ヒ- 117 133 137

カカオ 5 5 6

ピーナッツ 42 45 44

ここやしの実 2,922 2,965 S,162

さとうきび 3,260 2,748 2,135

マニラいとばしょう 89 84 83

たばこ 20 13 19

バージニアたばこ 46 34 37
ヽ■一ヽ

1 I 8フミー

ゴム 123 146 154

りゅうぜつらん 3 3 3

出所 NEDi, "Philippine Statistical Yearbook ''1987

8.農村関係開発事業

フィリピンのかんがい事業は一般的に,国営かんがい,共同かんがい,ポンプかんがいの三つに区

分される｡ (表8)

(1)国営かんがい

かんがい受益面積l,000ha以上の大規模かんがいであり, N I Aによって計画,建設,維持,管

理が行われ,農民はN I Aに対して水利菜を払っている｡ 1987年現在, 137事業62.7万h8である｡

G2)共同かんがい

かんがい受益両横1,000ha未満の小規模のもので, N I Aの括導のもとに農民自身が建設し,完

成後旺農民の組織する水利組合を結成し維持管理が行われる｡ 1987年現在, 6,171事業, 70.9万ha

､に達っしている｡

(3)ポンプかんがい

かんがい受益両横20- 100haの小規模なポンプかんがいである｡当初古まN I A又もま農業開発公社

が運営管理してきたが,現在は農民あるいは農民組織に供与している｡ 1987年現在1万70急事業

15.2万haに達している｡
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表3 フィリピンのかんがい事業(1987年12月現在)

地方

かんがい

可能両横

国営かんがい 共同かんがい ポンプかんがい 計 かん抑

脚
(%)かんがい 両帝 かんがい 両横 かんがい 面積 両横

(ha) 事業数 (h&) 事業数 (ha) 事業数 (h8) (h8)

ⅠイVコス 400,594 18 48,674 2,872 180.813 I,224 ll,820 191,307 47.5

Ⅰカ如ジ漢谷 543,362 20 152,718 766 87,825 3,432 16,914 257,452 47.3

Ⅱ中蕃Al)ン 469,185 ll 174,081 362 82,904 3,974 52,556 309,541 66.0

お東部夕如ゲ 254,718 24 60,310 555 58,754 2,708 18,479 137,543 53.9

Vピコール 222,321 14 19.386 562 5l,668 1,302 8.387 79.441 85.7

Ⅵ西部ピサ† 171,492 10 53,788 131 40,040 1,741 20.254 114,077 66.5

Ⅶ中寺ピサ† 62,873 1 608 100 23,364 335 2,729 26,701 42.4

Ⅶ東部ピサ† 110,640 13 18,776 328 87,479 293 8,803 55,058 49.8

Ⅸ西駅シタナオ 78,453 4 18,387 69 22,198 261 I,611 37,198 47.4

X此駅ンダ柑 245,298 5 18,699 181 49,224 282 4,015 71,938 29.8

XI甜ミンダナオ 257,272 ll 45,695 108 59,393 825 6,155 Ill.243 43.2

XI中駅ンダナオ 353,$86 6 25,561 137 65,314 854 5,405 96.280 27.2

計 3,189,594 137 626,673 6,171 708,976 17,031 152,128 1,487,777 47.0

出所 NIA資料｡

4.かんがいプロジェクト開発

かんがいプロジェクトの開発姑次の4点に重点が置かれている｡

(1)継続中のプロジェクトの優先

(2)中小規模のかんがい計画の優先

(3)既存設備の修復,改良計画の促進

(4)かいがい上流の流域管理は,環境保護のみならず土壌浸食防止,洪水防止,果樹林造成による農

業多角化

以上の重点課題に対してN I Aは具体的に表4及び表5のように取り組んでいる｡

海外援助によるプロジェクトとしては

① UPRIIS

② オウロラ｡ベネランダ

⑧ ダパオデルノルテ

⑥ コタバド

⑤ イロコスノルテ･

◎ カガヤン総合地域開発

⑦ ボホール

82.469 ha

24,300 ha

22,417 ha

8,590 ha

9,923 ha

14,000 ha

4,960 ha

注:㊨, ㊨, ⑦は日本の援助による｡
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表4 新規かんがい計画(1988-98年)

(*& :ha)

通常計画
包括農地改革計画

への補完事業
計

1988 88,646 0 86,646

1989 53,420 0 53,420

1990 28,290 23,700 49,990

1991 24,849 25,700 50,049

1992 13,245 36,800 50.045

1993 16,390 23,525 39,915

1994 40,575 37,000 77,575

1995 8,745 44,700 53,445

1996 20,854 ll,991 32,845

1997 79,945 10,000 89,945

1998 8,745 0 8,745

計 379,204 213.416 592,620

出所 NIA Corporate Plan 1988-98

表5 かんがい修復計画(1988-98*)

(単位: h8)

通常帥画
包括農地改革計画

への補完事業

計

1988 159,688 0 159,688

1989 168,693 0 163,698

1990 161,043 10,000 171,043

1991 53,088 10,000 63083

1992 39,892 20,000 59,892

1993 28,565 20,000 48,565

1994 16,560 20,000 36,560

1995 16,560 20,000 36,560

1996 16.560 20,000 36,560

1997 16,560 20,000 36,560

1998 16,560 0 16,560

計 688,764 140,000 828,764

出所 NIA Corporate Plan 1988-98
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班-1-3 フィ7)ピンにおけるエネルギー,電力開発の現状と計画

1.電力企業の形態

モ1)エネルギー局(Office of Energy Affairs, OEA)

1986年に発足した大統領直轄の組織であり,国営,民営の各電力会社の行政指導を行っている｡

唆)国家電力公社(National Power Corporation, NPC)

1936年設立された国営電力会社であり,大統領府の管轄下にある｡

NP Cは発送変電設備を建設し,ほかの電力会社や電化協同組合ヘ電力を卸売供給するとともに,

一般大口需要家へも直接販売している｡

(8)マニラ電力会社(Manila Electric Company , ME.RALCO)

1979年までは,発送配電の一貫した経営を行ってきたが, 1978-1979年にかけて発送電設備古ます

ベてNPCに買収され,以後マニラ市とその周辺に電力考供給する配電会社になった｡

現在,民営ではフィリピン最大の電力会社であり,NPCの絶版売電力量の60%がMERALCO

ヘの卸売となっている｡

(4)国家電化庁(National Electrification Administration , NEA)

フィリピンの最重要政策の1つである地方電化の推進機関として1969年に設立された｡

N E A自体は資金手当-建没を行うのみで電力設備は殆ど所有せず,全国に電化協同組合を組織

させ,そこへ供与することにより地方電化を推進している｡環境資源局の管轄である｡

(5)電化協同組合(Electric Cooperatives , EC)

地方のまとまった村落毎に組織された組合で, NEAから電力設備を買収あるいは無償供与され

て地域の電化を行っている｡

NEAによる電化協同組合の結成は, 1987年に全国で118に達している｡これにより世帯数で見た

電化率古ま全国平均で49% (マニラ圏を除く)である｡

その後,電化組合数は増加せず, 1980年以降もま地方電化寄集が停滞t,ている｡

2.電力開発の現況

1987年におけるフィ7)ピンの総発電設備容量は約650万EWで89%をNPCで占め,残り11%を各地

の電力会社と電化協同組合などで所有している｡

NPCの発電設備の電源構成姓,水力36.7%,石油火力33.3%,石炭火力7%,ディーゼル7.6%,

地熱15.4%となっている｡又, NPCの発電設備の推移は表8による｡
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表6 NPC発電設備の推移

(単位:万kY)

年 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987

ルソン

水力 52.7

(注2)
54.4 55.6 55.6 85.6 LIE.6 121.6 12l.8 122.8 122.6

火

刀

石油火力
(注1)
137.5

柑3)
223.0 223.0 223.0 223.0 223.0 192.5 192.5 192.5 192.5

石炭火力 30.0 80.0 80.0 30.0

(火力計) (137.5) (223.0) (223.0) (223.0) (223.0) (223.0) (222.5) (222.5) (222.5) (222.5)

地熱 22.0 44.0 49.5 55.0 55.0 66.0 66.0 68.､0 66.0

小計 190.2 299.4 322,6 328.1 363.6 390.6 410.1 Ilo.i All.1 411.1

ブィずH

水力 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

火

力

石炭火力 5.0 6.0
.5.0

5.0 8.0 10.5 10.6

ディーゼル 6.8 8.8 9.5 16.6 20.5 19.3 22.6 25.7 26.0 26.0

(火力計) (6.8) (8.8) (9.5) (21.6) (25.5) (24.3) (27.5) (‡0.7) (36.5) (86.5)

地熱 0.3 0.3 0.6 O.6 0.9 23.3 28.3 23.3 2S.8 23.a

小計 7.3 9.3 10.3 22.4 26.6 47.8 5l.0 54.2 60.0 60.0

ミンダナオ

水力 20.2 38.2 38.2 38.2 40.9 ‾48.6 43.6 72.6 89.8 89.6

火

力

ディーゼル 1.1 4.7 1l.0 12.9 14.9 18.I 14.9 18.I 18.I 18.1

(火力計) (1.1) (4.7) (1l.0) (12.9) (14.9) (18.1) (14.9) (18.I) (18.1) (18.1)

小計 21.3 42.9 49.2 51.1 55.8 61.7 58.5 90.7 107.7 lo†.7

ブイ[)ピン

全体

水力 73.1 92.8 94.0 94.0 126.7 156.4 185.4 194.4 212.4 212.4

火

力

石油火力 137.5 223.0 223.0 223.0 223.0 223.0 192.6 192.5 192,5 192.6

石炭火力 5.0 5.0 5.0 85.0 35.0 40.5 40.5

ディーゼル 7.9 13.5 20.5 29.5 35.4 37.4 37.4 48.8 44.1 44.1

(火力計) (145.4) (236.5) (243.5) (257.5) (263.4) (265.4) (264.9) (271.3) (277.1) (277.I)

地熱 0.3 22.3 44.6 50.1 55.9 78.a 88.8 89.3 89.8 89.8

合計 218.8 351.8 382.1 401.6 446.0 500.i 519.6 555.0 578.8 578.8

注1

注2

注3

1978年の石油火力には, MERALCOの発電所(M81&y8 Unit仙lおよぴSuc&t Unit 仙8, 4 (合計80万RY) )取得分を含む｡

1979年の水力には, MERALCOの発電所(8otoc8n ( 1.7万EY) )取得分を含む｡

1979年の石油火力には, MERALCOの発電所(Suc8t Unit hl, 2, N&nil& Unit仙1, 2およぴRockyell (合計85.5万KY)

持分を含む｡ただし, Rockyell発電所(30.5万E甘)は, 1984年に廃止される｡
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3.電力開発計画

NP Cは1987年から2000年までの長期電源開発計画の見直しを行った｡

フィt)ピンでは1986年原子力発電を休賦しているので具体的には今後13年間に水力を32.9万紺,石

炭火力を320万EW,ガスタービンを90万RY,ディーゼルを5.2万KY,及び地熱を187.5万EW (合計

633.8万XY)を建設し,計画最終年度の2000年にlま総設備容量を1208万Xほで引き上げる計画である｡

(表7)

表7 N P Cの電源開発計画(1988-2000年)

守 発電所名 種別貴書草生(方甜) 単故尊皇×台故地域

1988 DOPCO ディーゼル 4.5 0.55×7

0.375×2
ミンダナオ

1989 LuzonGasTurbin G8STurbin 50.0 5.0×10 ルソン
Agusl 水力 8.0 4.0×2 ミンダナオ

1990 hc-B8nUnitNo.7 地熱 5.5 5.5×1 ルソン

S血&11LuzonGeo. 地熱 4.0 2.0×2 ルソン
GasTurbinA G8STurbin 15.0 5.0×3 ミンダナオ

1991 B8C-ぬnl 地熱 ll.O 5.5×2 ルソン
LuzonGasTurbin G8STurbin 20.0 5.0×4 ルソン
GasTurbinB GasTurbin 5.0 5.0×1 ミンダナオ

1992 C818Ca2 石炭火力 30.0 80.0×1 ルソン

BAG-Man2 地熱 ll.0 5.5×2 ルソン

PalihPinonNo.4 地熱 3.75 8.75×1 ヴィザヤス

1993 C8Jac83 石炭火力 30.0 30.0×1 ルソン

ApoGeol,2 地熱 ll.0 5.5×2 ミンダナオ

1994 LuzonGeo.(Labo,Pin8tubo,Mariyeles) 地熱 33.0 5.5×6 ルソン

P&)i叫〉inonNo.5 地熱 3.75 3.75×1 ヴィザヤス
ApoGeo.3 地熱 5.5 5.5×1 ミンダナオ

1995 Tongon8nA 地熱 44.0 5.5×8 (注1)
ApoGeo.4 地熱 5.5 5.5×1 ミンダナオ

1996 Tongon&nB 地熱 44.0 5.5×8 (注2)
Pali血PinonNo.6 地熱 3.75 3.75×1 ヴィザヤス
Agus3 水力 22.5 7.5×3 ミンダナオ

1997 LuzonCoalA 石炭火力 60.0 30.0×2 ルソン

1998 LuzonCoalB 石炭火力 60.0 30.0×2 ルソン
8ohoIDsI. ディーゼル 0.55 0.55×1 ゲィザヤス

1999 LuzonCoalC 石炭火力 60.0 30.0×2 ルソン
Mind8naOCoalA 石炭火力 10.0 10.0×1 ミンダナオ

2000 LuzonCoalD 石炭火力 60.0 80.0×2 ルソン
Jalaur 水力 2.4 1.2×2 ヴィザヤス
Nind8naOCoalB 石炭火力 10.0 10.0×1 ミンダナオ

注1Tongonan:A,B 地熱発電所はヴィザヤス地域で建設されるが,電力はルソン地域に供給される予定である｡

注21988年6月策定の『電力開発計画』による｡
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送電線については69KV以上はNPC, 13.2EV以下から220Vまでの配電線はNEAの管轄となる｡

又, NEAが徴収する電力料金はNPCからの電力代金に管理費と配電費用分を足したものである｡

Ⅲ-1-4 フィ7)ビンにおけるローカルエネルギー開発の現況

1.小水力発電

フィリピンに於ける小水力発電は, 10附以下をMini nydroと呼び,これ等は主にNEAが建設,煤

有している｡

NEAが保有する10MW以下の小水力発電所は全国で12ヶ所あり,この内500EW以下は, 270帥1ヶ

所, 350帥1ヶ所で,アジア開発銀行(ADB)のローン及び西独の無償援助で建設中である｡発電

機器は中国製を使用しているとの事である｡

この他に､ 1980年に円借款にて8icol州内の小水力発電所19ヶ所を実施設計したが,その後建設資

金が付かず,実現はしていない｡

NEAが建設する小水力発電施設の管理運営は,各地区に組織されるECに委託される｡このE C

はプライベート セクターであり､フィ7)ピンに於ける農村電化事業推進の主役を務めている｡ NE

Aは各E Cに電化事業の資金の貸付けも行っている｡若し外国の援助で小水力発電施設の建設を実施

する場合には, NEAが当亥ECと提携して,援助の受lナ皿組織となり得る｡

N EAが小水力発電施設を建設する動機は, 1983年頃迄は火力発電とディーゼル発電の燃料代の節

約が主目的であった｡一方, N I Aは保有するかんがい用ダムの落差を利用した小水力発電所を建設

し,これの管理運営をNPCに委託しているが,この場合の開発の動機は,発生する電力をNPCに

売電し,その代価をかんがい用ポンプの動力糞に充当しようとするものである｡

2.水力以外のローカルエネルギー

フィ7)ピンの基本的な電力政策として全国をカバーする送配電網を建設し,各地のECの所有する

発電はこれにリンクさせ,大きな島々の聞古ま海底ケーブルによって継がれている｡しかし,小さな島

々では,リンクをせずに独立配電方式がとられており,これの電力源としては,小水力以外に太陽光

発電,風力発電,ディーゼル発電が考えられているが,現在iま小水力発電とディーゼル発電とのハイ

ブリッド方式を導入している島が-ケ所である｡

NPCでの電源開発の主体は,引き続き石炭火力と地熱となっており,ローカルエネルギーとして

の地熱のポテンシャリティ紘高い｡
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環境資源局

国家電化庁

( NEA )

エネルギー局

( OEA )

国家電力公社

( NPC )

電化協同組合

( -E C )

マニラ電力会社

(MERALCO)

公共事業省

(D PWH)

国家かんがい庁

( NIA )

(かんがい用ダム発電所)

図4 フィリピンの小水力発電推進機関組織図

Ⅲ-1-5 現地調査

N IAを訪問し,今回の調査予定地域である中部Luzon, Nueva EciJ'a州にあるUPRI I Sについ

ての説明を聴取した後,このシステムの一環である下記に記述する水力発電所,ダムおよびかんがい水

路を調査した｡

1. Pantabangan ダム及び発電所

(1)ダム

形式

クレスト長

岡天端棲高

川床からの高さ

最高水位

常時満水位

堤体々横

線貯水容量

かいがい及び発電用容量

洪水吐ゲート(ラジアルゲート)

〝 設計流水量

放流設備

ゾーン形アースフィル

1,615m

EL.232m

lO7m

EL. 230m

EL.216m

12,300,000㌔

3,000百万㌔

1,757百万㌔

8門×8mXIOm

4,200㌔/ s

水中取水塔,随道内径 7m各2本

4.4× 5.6mホイールゲート各1門

及びかんがい放流随道出口に

2.5× 5.6m 高圧スライドゲート
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図5 Pantabanganダム断面

C2)発電所

2台の50耶発電機を備え,年間23万2千脚hの電力をの電力をNP CのLuzon島の系統に供給して

いる｡

主機形式要項

水 車;

発電機;

変圧器;

立軸フランシス水車, 91.5-46.5m 51,COOKY 180rph 2台,三菱重工製

同期発電機, 55,555RVA 13.8KV 2台,三菱電機製

8相 64MVA 2台,三菱電機製

2. hsivayダム及び発電所

pantabansanダムの下流約5bにある逆調整用ダムで,上流ダムからの尖頭流量をかんがい用に平

均した流量に調整して下流に放流する｡

(1)ダム

形式

クレスト天端

クレスト亘長

川床からの高さ

堤体々横

線貯水容量

有効貯水量

常時最高水位

常時最低水位

洪水吐ゲート(テンタゲーり

最大吐出量

ー15-

ゾーン形アースフィル

EL. 135m

386m

25m

409, 850t㌔

7.8百万㌔

6.4百万㌔

EL.129.2m

EL. 12S.7m

3門×11mX9m

4,200㌔/ s
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(2)発電所

主機形式要項

* * ;'

発電機;

変圧器;

立軸カプラン水車, 16m 12,350訓150rpn l台,東芝製

同期発電機, 13,333EVA 13.8RV l台,明電舎製

8相13,333EVA l台,明電舎製

8. Bagong Sicat 地点

Nasiwayダム下流のP8npanga川に後置されたPris Diyersionダムから取水するPris主水路のB&gong

Sic&t地域にある落差約5mの堰を覗査した｡

1988年のADCA調査によれば,この噂を溢水する流量姑息大約26㌔/s,最低約8t㌔/sである｡従

って最大約1,000E甘,最少でも100研程度の発電が期待できる｡

このPris主水緒が分流するDiyersion canal NR l沿いに何箇所も可搬式エンジンポンプで揚水して

いるのを見受けたが,この堰を利用して発電し, c&n&1沿いに配電線を数kn薬殺することにより容易

にこれらのポンプを電動化することが出来ると考える｡

4. Vacaダム地点

vac8 Creekに設けられた取水堰で, 1982年にBascule (バスキA-ル)形からラバーダムに取り替

えられたものである｡ (ブリヂストン社製)

高さ2m長さ12mのものが8スパンで,エンジン駆動ブロワにより,ラバーダムを構成しているゴ

ムチ&-ブを膨張させている｡水位が上昇し,規定水位に達するとフロートバルブが動作し,自動的

に空気を逃がしてゴムチ&-プを収縮してダム高さを下げ,海水量を増加させ水位を下8ブるように動

作する｡

ビアとの取付部に1か所漏水が見られたが,現在まで全く問題は起きていないとのことである｡

現在はこの堰によりクリークの全流量をVaca c&nalへ取水しているが,上滝のDiversion canal N&

1からの分流量を調整して発電用の流量を追加することにより,喝の落差5-6mを有効lこ利用して

200- 300KYの発電は可能と考える｡
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Ⅲ-2 インドネシア共和国

Ⅲ-2-1 インドネシアの概況

インドネシア共和国は赤道を跨いで南北に展開する大小13,000の島からなる世界最大の群島国家であ

る,アジアとオーストラリアの2大陸間に東西に展開する島々から成り立って居り,太平洋とインド洋

の仕切りとなっている｡総面熟ま日本の約5.5倍であり,墳太平洋火山帯に属し, 128の火山を有し,

そのうち78が活火山である｡

インドネシア姑多民族国家であり,イスラム教徒が90%を占めている｡ 1945年の独立時に制定したイ

ンドネシア語を公用話とし,これの普及･定着がこの国の統一に大きな力となっている｡人口は一億

7,000万人弱であり, 1980年代初頭に姓l人当たりGNPはUS$ 500を超えGDPの年成長率も10%

に近づいた｡しかし'81年からの石油市況の低迷は,石油輸出に大きく依存するインドネシア経宅削こ大

打撃を与え, 82年の成長率は2.2%に急落した｡ '84年8月に終了した第3次開発5ヶ年計画の平均成

長率は¢.0%となり目標の6.5%を下回る結果となった｡ '84年4月から'89年8月迄の第4次開発5

ヶ年計画が実施され目標成長率は年平均5%に設定された｡しかしながら'86年に古ま石油価格が急落し,

インドネシア経済は苦境に陥り, 45%のルピア切り下げに追い込まれた｡

1986年の産業構造lま農林水産業25.8%,鉱業Il.1%,製造業14.4%,商業16.7%で, 1970年の構造と

比べると農林水産業の比率が半分以下に減少し,鉱業の比率が8倍以上に上昇している｡製造業の比率

は上昇傾向で古まあるが, ASEANの他の諸国と比べるといまだ低い水準にある｡就業構造もま'85年人

口センサスによると, 54.6%が農林水産業であり,農林水産業への依存率姓高い｡

インドネシアの基本的な貿易構造は,鉱物資源･農林水産物等の一次産品を輸出し,工業原料･中間

財･資本財を輸入するというパターンである｡ 1988年の輸出総観の40.9%は石油･ガスで占めて居り,

輸入総額の33%は機械･輸送機器が占めている｡輸出総額はUS$ 193億,輸入総額古まUS$ 133億で

US$60億の出超となっている｡

'88年皮の国家予昇の内,外国からの援助による開発歳入は25%を占めて居り, '86年8月の対外公

的債務はUS$ 294億に達しているが,ソフトローン･セミソフトローンの比率が高く,債務構造自体

は健全な状態にあると云える｡

Ⅲ-2-2 インドネシアの農業概況

'85年人口センサスによると,総人口の73.8%, l億2,102万人が農村に居住しており,就労人口の

54.6%が農業に従事している｡

インドネシアの人口はジャワ島に集中しており,ジャワ島での農業の最大の特徴は過剰人口と零細経

営にある｡この為インドネシア政府は外島への移住政策を20年以上に亘って,国策として強力に推進し

てきた｡しかしながらジャワ島農民の人口の増加は移住者を古まるかに上回り,根本的な問題解決とはな

っていない｡

インドネシア農業古ま零細経営の農家と大規模なプランテ-シぎンが並存している状態にある｡経営面
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積が0･25%ha以下が34%, 0.25- 0.5haが29%, 0.5ha以上が37%の構成となっており,自作農家が74

%,小作農家が15%,自小作農家が11%である｡

米作が最大の作付両横を占めて居り, '86年皮の全耕地両横,約2.700万haの87%が米である｡又88

%8ま輸出作物であるコーヒー,ゴム,オイルパーム,莱,コシ声一等で占めている｡その他トウモロコ

シ12%,大豆5%,キャッサバ4%,落花生2%となっている｡

政府は, '65年以来米の増産を最重要目標として,公共事業省に依る大規模かんがい事業を展開し,

耕地両横の拡大に努め,緑の革命による農業の近代化を実施し,生産者に対しては農業貸付制度や保証

価格制皮を導入した結果, '84年に米の自給を達成した｡それ以後多少の変動はあるものの,米の自給

状態は持続している｡トウモロコシは従来米の裏作として粧期に作付けられてきたが,収穫量姓不安定

である｡乾期は早他の影響を受けやすい事がその原因とされている｡従来代表的な食用作物として多く

消費されてきたキャッサバは生産量が減少傾向にあるが,飼料用として有用な作物として位置づもナられ

つつある｡又キャッサバは澱粉の原料として農村加工業の振興に寄与している｡大豆と落花生は近年生

産量が急速に増加しつつある｡

外貨獲得に貢献しているのは,パームオイルやコーヒーであり,その他ココヤシ,ゴム,クローブが

主要な輸出作物となっている,サトウキビ,タバコ,莱,ココア,コシ?一等の輸出作物に占める比率

古ま小さく,それ等の作付面掛ま10%以下となっている｡

インドネシア社会に於いて農業の役割は食糧供給,外貨獲得,雇用提供に集約されるが,一方現在直

面している主な課題紘,

① 米の自給体制は地域的に比確立していると古まいえない｡

◎ 輸入代替作物の一部(砂糖等)古ま生産コスト高で生産が停滞している｡

⑧ ジャワ島と外島との地域間格差が大きい｡

'89年から'93年の第5次開発5ヶ年計画では,食嘩自給定着の為の集約生産方式と耕地両横の拡大

の推進が計画されており,特に,人口過小の外島地域では,移住計画の継続推進と焼畑耕作民の定着計

画と結びつもナて耕地両横の拡大を図る事になっている｡

第4次計画期間中に米の生産壮年平均3.4%増加したが,
_うち2.0%妊耕作面積の増加,

1.4%は反

収の増加によるものであった｡反収の増加結集約生産の成功によるものとされており,全国の平均反収

2･8ト㌢/h& (精米)に対し,集約地域のそれは3.1トン/haとなった｡第5次計画期間中の米の生産

は年平均8.2%増産を見込んでおり,このうちl.0%が耕地両横の増加, 2.2%が反収増によるものと

されている｡更にかんがいの新規事業は外島の中小規模のかんがいを重点に50万b8が計画対象となって

いる｡沼沢地開発事業は,移民及び新定住計画を強化する為に, 44万h&の排水改良と7万h&の養魚地の

改良と1万h8の新設が計画されている｡

Ⅲ-2-3 インドネシアの農村電化の現状

ジャワ島内の電化8ま都市部･農村部を含めて,電力公社(PLN)が担当しているが,外島に於ける

農村部の電化に関しては次のような役割分担で実施されている｡

(1)富裕な農村で,住民が代価を支払ってでも電化を希望する場合には, PLNの各地方支局がこれを
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受け,送電線の建設･各戸への配線･メーターの取付等を実施する｡

(2)移住地等の農村で,電化の為の費用負担が不可能な貧しい農民が電化を希望する場合,各州の協同

組合省事務所を通じて,中央の省に要請を上げ,大臣決済にて,協同組合省(MOC)が発電,送電,

配電事業を実施し,当該地の協同組合(ⅩUD)が管理･運営を担当する｡電気料金の設定,撤収方

法,収益の運用等は全て組合の合議で決定される｡発電施設の建設資金は外国の援助が充当される｡

MOCでは,単なる照明の為の農村電化ではなく,電気動力を利用した農村工業,家内工業の振興に

よる貧窮農村の収益向上を目的としたり,かんがいポンプの導入による農作物の生産性向上を目的とし

た農村総合開発計画の一環としての農村電化事業として位置付けている｡

第5次開発5ヶ年計画で古ま移住の促進と既移住地の定着が国家政策目標として掲げられており,この

目標達成の為に農村電化事業の推進は多大な貢献をするものと期待されている｡

一方,スハルト大統領は農村地域の経済･社会開発を促進する為に,太陽エネルギーを利用した農村

電化を推進するよう'89年12月21日に大統領令を発した｡インタビ&一に応じて大統領は,遠隔地農村

の家庭電化の第一由階として,2,000セットの太陽光電化システムの購入費金として,大観頼ファンド

を設置･提供する事を約した｡大統領ファンドは無利子で購入資金を貸し付けるものであり,農家から

資金回収が出来た段階で次々と貸し付iナを回転させる事になっている｡太陽光電化システムは一式当り

80恥に仕様統一されており,照明10W-1ヶ, 6W12ヶ,テレビ18W-lヶ,ラジオ12W-1ヶの電

力を供給する事を想定している｡コスト古ま約700,000ルビー(Use 390)である｡

パイロット･プロジェクトとして, Sukata一i村(ジャカルタの西方)に供給された設備は,オランダ

政府による無償供与資金US$500,000とオランダの会社R&S Renewable Energy System

BV製のソーラモジJL-ル,蓄電池,コントローラ( 700,000ギルダー相当)の無償提供と,インドネ

シア政府の資金800,000ギルダーを使って,技術評価･応用局によって調査･開発されたものである｡

このパイロット･プロジェクトでは, 80戸の農家と,モスク8ヶ所,学校1ヶ所,集会場1ヶ所及び

15ヶ所の外灯, 1台の共有カラーテレビ, l台のSSB通信システム向けの太陽光電化システムが据付

けられた｡

技術評価･応用局ではソーラモージさ-ル及び蓄電池,コントローラーをインドネシアで国産化する

為のフィージビ))ティー調査を検討中であり, R&S Reneyable Energy Syste皿BV社はインドネシ

アの信頼出来る会社との,ソーラーエネルギーを利用した電気器具の現地生産に関する合弁を希望して

いると発表している｡

Ⅲ-2-4 協同組合省(MOC)による農村電化

MOC傘下の各地の協同組合(KUD)による最近の農村電化は次に述べる4つのパターンに分類す

る事が出来る｡

(1)村落単位協同組合(KUD)と国営電力公社(PLN･)との協調｡ KUDがPLNに代わって料金

清求と徴収を行い, KWHメーターの検針,簡単な修理,配電線の保守を担当する｡

腔)上記(1)に加えて, KUDが加入者の屋内配線工事迄実施する｡

(8) KUDがP LN又は私企業の余剰電力を購入又もま7) -スし加入者に供給する｡
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(4) MOC及びKUDが発電設備を建没し,送･配電工事も含め,加入者に対し電力供給し,施設の維

持･管理･運営をする｡

MOCに依る農村電化の進展状況は,別表を参照いただき皮い｡

農村電化計画の実施に当たり, KUDが抱える問題点は次ぎのようにまとめる事が出来る｡

(1)地方住民は分散居住しているのが一般的であり,送･配電のコストが高くなる為,相対的にKWH

当たりの電力コストも高くなる｡

(2)エネルギー源が需要地から遠いのが一般的であり,送･配電のコストが高くなる｡

(3)特に前記(4)のバターンでは,電源開発事業は高度の技術とともに資本集約的投資を伴い,外貨及び

-専門技術者の参加を必要とする｡この為電化事業活動に於けるKUDの運営能力を強化する必要が

ある｡

第5次開発5ヶ年計画に於いて, MOCの推進する農村電化計画の基本古ま次ぎのようなものとなる｡

(I)自立経常をしているKUDを支持する為に,前記(1), (2),のパターンはPLNと協力して, 2,000

ケ所のKUD自立経営の確立を目標として,継続実施する｡

(2)自立経常の見込みのあるKUDは前記(3)のパターンで電化を目指す｡目標は740ヶ所のKUDであ

る｡

(8)前記(4)のパターンによる電化は375村を目標とし,ミニ又古まマイクロ水力による電源開発を実施す

る｡

(4)電化事業を運営するKUDの経常能力を安定化させるよう啓発する｡

(5)■KUDによる電化プロジェクトの開発を継続的に実施する｡

-22-



表8 1988年度協同組合省による農村電イヒの現況
パターン(1)及び(2)

ぬ 州名
電化地域数 パターン別 加人員数

群 村落 KUD (1) (2) (1) (2)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

Aceh

NorthSu帆tera

YestSu且atera

Ri&u

Bengkulu

J8Abi

SouthSunatera

L&mpung

DKIJakarta

YestJaya

21

250

107

1,令ll

31

254

22

237

9

17

61,045

635,506

ll MiddleJay& 293 2,418 312 288 24

2

508,969

12 Yogy&k&rta 43 235 41 41 125,632

13 E8StJaya 64 539 73 73 108,SIS

14 Bali 24 190 33 33 32,668

15 Yestkalinantan 15 16 15 13

9

2

22

I

1,375

16 MiddleKalimantan 6 12 5 5 341

17

18

19

20

21

22

23

24

25

SouthKaliqLantan

E&stK&1ih&ntan

NorthSulawesi

XiddleSul帥eSi

Southsul帥eSi

Southe&stSu18VeSi

Ye8tNusaTenggara

E&stNus&Tenggara

M&luku

19

9

27

1

290

94

108

10

12

3

28

1

3

I

I

1

20,956

32,642

18,457

1,605

26

27

IrianJ8y&

E8St71z'J(Or

6 14 14 14 3,768

TOTAL 778 5,344 817 755 62 1,549,276
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表9 1988年度協同組合省よによる農村電化の現況
パターン(3)及びパターン(4)

h 州名
電化地区

パターン別
KUD

加入員数
発電

設備

容量

(MW)都 村落 (8) (4) 一般
家庭

公共
施設
小規模
工場

臥
企業

I

2

8

4

5

6

7

Aceh

YestSum8tera

Lahpung

SotJthSul&yesi

YestNus&Tenggara

YestJav&

SouthStJ18tera

1

1

9

7

5

2

3

I

2

97

51

29

8

6

1

1

I

2

2

2

3

-I,694

405

12,548

14,543

9,125

550

63

809

203

189

4

I

85

2

92

12

289

195

t)lESEL

DIESEL

DIESEL

t)IESEL

fIYDRO

DIESEL

2.0

0.8

4.7

2.5

5.0

0.025

0.3

TOTAL 28 194 1 ll 38,865 795 88 588 15.525
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Ⅲ-2-5 西スマトラ州にお8ナる農業と電力の状況

現地調査地域は,西スマトラ州のSungai D8reh Sitiung移住地域に予定されていたが,具体的調査地

点は州都Padangで州レベルの当局(公共事業省かんがい部,農村開発部,経済開発計画部BAPP EDA) ,

MOC地方事務所, PLN地方事務所等)と協議の結果,後述の地点毒と決定した｡

1.西スマトラ州の概況

西スマトラ州はスマトラ島の中部西海岸,インド洋のNent&yai海峡に面しており,州都はPad&nsiこ

ある｡南境は8engkulu州,東境8まJanbi州,北東境はRiau州,北墳はNorth Sun&tra州に接している｡

Padangは南緯1o に位置し, '88年度の人口は57万人強である｡州全体では395万人弱であり,この

内7.6万人弱が移住民であり, 17,171戸で202,214h&の土地を与えられている｡この移住地の内,既

耕作地は湿潤地が1l,928ha,乾燥地が26.753h8の合計38.681haであり,移住用地の19%に過ぎない｡

州全体の水稲生産は155万トン弱/34万h&弱,陸稲生産は3.5万トン弱/ I.5万ha弱であり,圧倒

的に水田稲作が主体になっている｡その他の食用作物は21万トン強であり,その内キャッサバが10.8

万トン弱,甘藷が8.8万トン弱,トウモロコシが2.8万トン強,大豆が2.1万トン強,落花生が1.2

万トン強,緑豆が0.4万トン弱となっている｡州全体の面壊42.300k3封の約64%姑森林で,湿潤地帯

が約5%,乾燥地農地が約4%,小規模プランテーシぎンが約4.5%,エステートが約l.5%の土地

利用状況である｡

電力はPLNの管轄区域で5区に区分されており, '88年度のPLNの州全体の発電量は39万MYh

この内,各戸照明及び家庭内電力用は1l.4万KYh
,事業企業用は16万脚hである｡ディーゼルエン

ジン発電機が79台,水車発電機が9台,ガスタービン発電機が2台を所有している｡水力発電所の中

にはM8ninjau潮のManinjau発電所,出力118NY, Singk8r&k湖のSingk&r&k発電所,出力260脚,の

大規模施設が含まれている｡

'89年4月時点での州の電化村はl,135ヶ村(全体の36.3%)
,戸数88,832戸(全体の14.4%)で

あり,スマトラ島でiまBengkulu州と並んで電化が進んでいる｡

MOCは西スマトラ州内を8地区に区分して管轄しており,州全体のKUD古まl,300ユニットある

が,この内MOC傘下の協同組合(KUD)は866ユニットであり,参加組合点数は約13.8万人であ

る｡

2. Sitiung移住地の概況

sitiung移住地は固9及び囲10に示すようにP&dangからスマトラ横断高速道を東へ約180hの位

置にある｡ Sungai Darehの近辺に開拓された移住地で, Ⅰ-Ⅴ地区に分散配置されている｡海抜約

100m程度に位置し, '88年度の年間降水量は2,223nn,月間最多雨月は1月466nn,最小雨月は7

月30q)nとなっている｡降雨パターンは, 8-5月, 8-9月, 1l-1月の8回多雨シーズンがある｡

年間降雨データ8ま表10を参照願い度い｡雨天日数古ま年間108日で,月間9日以上の南天があった月は,

1月, 4月, 8月, 10月, 11月, 12月の6ヶ月程である｡年間雨天日データは表11を参照願い庇い｡

sitiung移住地を含むSung&i D&reh地区の食用作物の内,米のポテンシャル(生産可能地)は
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40,000haで,現在20,000haが生産に供されている｡今後の開発による20,000ha分の米は輸出用として

外貨獲得源としたい意向である｡この地区の土壌姑アメ7)カ･ハワイ大学の研究によれば陸稲に適し

ているとのことである｡二次作物としては,キャッサバ,大豆,落花生,緑豆があるが,この内大豆

杜生産量が不足しているためアメ])カから輸入している｡プランテ-シぎン地域は西スマトラ州全体

で杜26,000haあり, 13,000haがゴム園である｡その他にはパームオイル等が栽培されている｡ 26,000

haの所有の内訳は,大企業が10,000ha, KUD等小規模が10,000ha,移住民等･零細が8,000haとな

っている｡

sitiung移住地のSitiung IとⅡ地区姓公共事業省によるかんがい事業が10年以上も前から実施さ

れ,土壌も米作‡こ適していることから水田稲作が主件となっている｡米作は雨期かんがい期のみであ

り,乾期古ま二次作物を生産している｡Sitiung Ⅲ, Ⅳ, Ⅴ地区は土壌が米作に適していない丘状地が

多く,二次作物及び零細プランテ-シビンが実施されている｡特に大豆は西スマトラ州の生産額の50

%をこのSitiung移住地が生産している｡在来住民8ま大豆を食物とする習慣がないため,大豆の生産

は移住地に多いとのことである｡その他木材,ラタンも供給している｡

なお, Ⅰ, Ⅱ地区のかんがいは, Ⅰ地区はB&tang fhri川のポンプ所と,支流の小河川に設けられ

たPirukoダムとP&1angkoダムからの取水, Ⅱ地区はBatang Si&t川に殻けられたSiatダムからの取水

によっている｡

Sitiung移住地杜スマトラ縦断高速道から進入路が造られているが, PLNの送電線姓この高速道

沿いまでしか布殺されていない｡このためSitiung I地区姓KUD運営のディーゼル発電所を所有し,

村内の加入員に配電している｡しかし,その他の移住地区Ⅱ一Vは無電化地域となっている｡この他

にSungai Dareh地区の在来村であるEoto BaruにlまP LN所有の100KWのディーゼル発電所があるの

みである｡ジャワ島からの移民は,ジャワ島時代に電化の有益性を知っているが,在来民はそれを知

らず,電化に対して意欲的ではない｡そのためⅠ地区の移住民のようにKUDで電化事業を運営し,

農村家内工業を実施し,在来民よりも裕福になっている例も見られる｡

表10 西スマトラ州 SUNGAI DAREH 地区の降雨暮データ
単位: zun[

1988年 1月 2月 8月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 Io月 11月 12月

SUNGAIDAREH地区 466 95 115 242 260 76 30 339 112 87 186 215

年間合計2,223℡n

表11西スマトラ州 SUNGAI DAREH 地区の雨天日数データ
単位:日

1988年 1月 2月 8月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

SUNGAIDAREH地区 17 6 5 10 7 6 2 10 6 9 12 18

年間合計108日
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Ⅲ-2-6 現地調査

1. 又oto AnatJ発電所

Padansからの移動行椅途中, Solok近くにあるPLNの小水力発電所ということで立ち寄り視察

した｡処が現在姑運転を休止し,送電用変圧器の高圧側引出線が切断されて内部の機器も手人され

ないままに放置されており,上水槽で妊水がオーバーフローし,かんがい水格ヘ流れこんでいる状

況である｡

脚削ぎ約10年間連転し近隣地区に配電していたが,P LNの配電線が延びてきたので今は発電所

が不要になったとl?う｡発電所能力比記録によれぱ160kY,破れた藩から覗き見た処,水草は横軸

フランシス水車1台で,インドネシアBARATA社製であった｡

2. 8&tang P&ngian 地点

本地点は, SitiungⅣ地区に近接して所在し,近くには教材工場が稼働している｡地点はPangian

川が低いながらも自然の滝をなして凍れており,小水力発電地点としては恰好のものと見受けられ

た｡事実, PLNにより1985年に発電計画調査がなされて■いる｡それによる計画概要は,

河 川 Pangian川

所在地 sawah地区Eoto B&ru

取水口位置 南緯01o 18′ 41〝 束縛10lo 43′ 38p

河川状況 取水口-発電所間勾配 7%

地 質 漂石湿り砂岩

流域面積 283k&

雨量状況 9 km離れたSung&i D&reh地点観測値

月間最低雨量 o仙

渇水期月雨量 51n]u

年間平均雨量

最大日南主

流況予測′ 最低流量

低流量(LF5)

平均流量

最大流量

3,024m

280n血

Ot㌔/s

2.7ぜ/s

14t㌔/ s

950 1㌔/s

発電計画 流れ込み式 単独運転系統

総落差 19m

設計流量 2.7㌔/s

発電出力 385kY

なお,開発実施の可否判定として,導水輯,水圧菅緒,発電所地点の地質が花樹岩また古ま安山岩

で掘樹工事の困難性が予測される｡ /ト水力発電古ま施工の容易性が大前提であるとの観点で,本地点
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lま初期のマクロ的地点選別ではNoとしている｡

この調査主体のPLNとして古まこの結論も妥当と思われるが, Sitiung地区開発のためのローカ

ルエネルギー開発の観点にたてぱ,本地点は貴重な1候補地点である｡本地点に近接するSitiung

Ⅲ及びⅣ地区は土壌が米作に適さない事情を考慮すれば,この地区は農産加工業の振興が望ましく,

このエネルギー源として好適であり,地域の需要予測を含めた総合開発検討が望まれる｡但し,本

地点は,西スマトラ,ジャンビ両州の頓に位置するため水利権の閥藩で両州間の粛整,合意を要す

るという問題が残る｡又,更には小水力であることより開発実施の主体をPLN単独とするか,

PLNとMOCの協同体組織とするか,という問題も残る｡

3. Si8tダム地点

Siatダム拭, Sitiung地域かんがい用'82年竣工プロジェクトで, BonJ'olの上流約8hの地点で

Batang Siat川に施工されたもので,ダムの概要は下記のとおり｡

ダム天端標高

曲流天端標高

漁沈下端榛高

浜流 部長

ダ ム 全 長

設計最高水位

設計漁流下端水位

執乙
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図11 Siat ダム断面

本ダムの計画時の流況データによると,かんがい用水取水後も常時漁溌があり,調査時点におい

ても清々と豊富な水量が溢流下している｡この余剰水による発電を約15h離れたBatang Hari本流

にあるかんがい用ディーゼルエンジンポンプの動力用として送電すれば,石油資源の代替として有

用である,又かんがいコストの低減にも通じる｡
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本ダムの流況データは下記のとおり

月間 河川流量 かんがい取水量 漁流量

tC/s tC/s ㌔/s

1 19

2 14

8 25

4 31

5 16

6 8

7 5

8 12

9 11

10 19

11 11

12 16

12･1 甲･9

8.9 5.1

15.9 9.1

19.8 11.2

10.2 5.8

5.1 2.9

3.2 1.8

7.7 4.3

7.0 4.0

12.1 8.9

7.0 4.0

10.2 5.8

概略落差を9m,最大流量を1l.2㌔/sとすれば最大出力として700kY程度の発電力を得ること

ができる｡

4. Batang Hari地点

本地点は,世銀調査の一環としてイギリスのSir Yilliah Halcrow Consulting Engineersが,'79

-80年にわたりSungai Dareh Irrigation ProjectとしてFe&sibility ReportしたBatang Hari本流

に施設計画したもので,ダム計画の概要古ま下記のとおり｡

ダム天端榛高

浜流天端榛高

海流下端療育

漁 流 部 長

ダ ム 全長

コンクリート量

アースダム土量

線貯水容量
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EL121.0

ELl13.0

EL 85.20

120m

コンクリート部 280m

アース部を含む 638m

177,000㌔

373, 000t㌔

100百万㌔
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国12 Batang Hari地点計画ダム断面

発電計画としてチJL-プラ水車5NYを設置する多目的ダムを提案している｡この電力はIntegrated

Rice Rubber Studyの結果,特にゴム加工業に必要としている｡

しかし,中央政府では国家の資金難を理由に計画を縮小し,かんがい用単目的ダムとして計画を残

している｡しかし,現地では既設ディーゼル発電所に代替する発電所としてもこの水力発電所の意義

があるので,援助による資金の見通しがつくなら是非実現をはかりたいと希望している｡

5. Sitiung I地区KUD発電所

KUDの運営する発電所として, Sitiung I地区のP&d&ngにある自家用ディーゼル発電所を視察し

た｡発電設備として姓8台( 100kY米軍払下げ発電セット, 176kY大洋電機と400kW/l＼桧製作所)杏

地殻し合計670kYの容量を有する｡しかし,現在は負荷がそれ程8まなく,送り出し変圧器は1台, 25

oRYAですんでいる｡将来負荷が増え配電線が増強された時には変圧器も容量増する計画である｡

この発電所の供給管内の戸数古ま3,700戸,その内405軒に電気供給している｡管内全部に供給する

ためには850kYの設備が必要という｡配電線は20kVで約19kn,発電は毎日18-22時と毎朝4-9時の

問である｡また,発電設備計画,料金の決定,収益の処理等はすぺてKUDの協議で決定される｡
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Ⅳ. 協力石こ対する適月すの可食臣性の検討

Ⅳ-1フィリピン共和国

フィ7)ビンに於ける地方･農村電化事業は,プライベートセクターである各地方･農村で組織される

ECが運営主体であり,NEAがこれ等のECに事業資金の貸付を行って補助･育成を図っている｡ EC

の運営する発電所の発生電力はNP Cの全国配電網に継がれる｡電気料金は, NP Cの卸亮電気料金に

NEAの詩経責を加えて計算された料金をベースにして,各地のECの運営乗用を加算して決定される｡

大きな島の間は,海底ケーブルによって全国配電網にリンクされるが,小さな島では,個別の独立配電

を行っており,ディーゼル発電や小水力発電を利用している｡将来4まソーラー発電や風力発電の利用も

推進する意向である｡

一方, N I Aはかんがい用ダムの多目的利用の一項としての発電施設を所有しているが,その運営は

NPCに委託している｡現在NIAの抱える問題点は, NIAの開発したポンプ動力かんがいプロジェ

クトに於いて-,ポンプの動力真の負担が農民にとって負いきれない程の負担になっていると云う事実で

ある｡

今回の調査の対象となったUPRIIS地区はN I Aが開発したPANTABANGANダムを水源とするダラビティ

ーかんがい網で水田農業を主体としているが,各地区のかんがいキャナルで姑,キセナル水位よりも水

田･耕地のグラウンドレベルの方が高い土地がかなり多く,これらの土地をかんがいする為の動力ポン

プの導入が必要とされているが,問題は,動力費の負担をどれだけ安くし得るかと云う点にある｡

1988年にADCAが実施したUPR I I Sの小水力を利用したポンプかんがいプロジェクトの調査t/

ポートに依れば, BAGONG SICATダムの落差を利用して小水力発電所を建設し,そこで得た電力でかんが

い用ポンプを駆動して250haの水田をかんがいする計画が提案されている｡今回の調査でもそのポテン

シャルは確認された訳であるが,更に今回の調査では次のような新規の侯耕地点も見出す事が出来た｡

UPRIIS DISTRICT Ⅱの管轄下にあるYAC^ダム古まラバーダムによって堰上げされているが,落差が5-

6m有り,ここ‡とかんがい用水の分涜量を調整して発電用の流量を確保する事により20- 300Evの電力

を得られる事が考えられる｡若し, 300Evの電力を得れば,かんがいポンプの会場程を15mと仮定した

場合66t㌔/minのかんがい用水を揚水する事が可能となる｡この事は概略l,000Fa程度の水田を追加開発

出来る事を意味する｡

実際にはN I Aは電力をPLNに売電し,その代価をかんがい用ポンプの動力費に充てる事になると

思われるが,こうする事によって動力費は殆んど負担せずに,維持費･管理真のみで運営する事が可能

になろう｡マニラ迄半日行程のこの地域でのかんがい能力向上による再開発プロジェクトは,小水力発

電を利用したかんがい再開発プロジェクトとして位置づけられ,全国のNIA管轄のかんがいプロジェ

クト再開発のモデルプロジェクトとして多大の貢献がなされ得ると思われる｡更に,既存のかんがいダ

ムを利用する小水力発電施設は,建設コストが新設施設に比べて極端に安い事から,我国の無償援助に

依る早期の再開発が期待し得る｡
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Ⅳ-2 インドネシア共和国

インドネシアに於ける外島･農村部の電化事業は, PLNが住民の要望に依り送配電を行う場合と,

MOCが地域の組合事業振興の為に,発電施設を提供し村落単位KUDが管理運営する場合とがある｡

この場合,地域内での単独配電とする場合と余剰電力をPLNに売電する場合とがある｡

MOCは基本的に貧窮農村の振興を目的とする政策を持っており,農村電化もこうした目的に沿った

地域農村の総合開発に貢献し得る電化計画が望まれる｡即ち単なる電気照明に依る生活レベルの向上の

みに滞まらず,農村家内工業や農産物加工工業,地域特産品加工工業の電気動力源･熱源やポンプかん

がい事業の為の動力源としての電化が主目的となる｡電化は地域農村の振興･再開発計画の中の必要･

不可欠な主要素として位置づけられている｡

今回の調査地となったSITIUNG移住地のⅢ,Ⅳ, V地区は土壌及び地形が水田稲作に適さず,二次作

物やゴム･パームオイル等のブランチ-シFンで生計を得ている移住農村であり,水田稲作で生計を得

ているⅠ, Ⅱ地区の農民と比べて,その農家収入は著しく劣る｡ MOCのSITIUNG移住地振興再開発の

目的の主眼は, Ⅲ-V地区の電化をMOCが担当し,家内工翼･農村工業を振興し農家の収入を向上さ

せるとともに,ポンプかんがいに依って水田稲作が可能な土地には米を作付して,少なくとも地域の自

家消責分は自給させようとする点にある｡家内工業としてはラタンの家具製作が提案され,農村工業と

して捻,製材工場,ラバーフォーム製造工場,氷製造工場,澱粉加工工場等が提案されている｡ Ⅲ-Ⅴ

地区の電化古まMOCの援助のもとに実現したとしても,その施設の運営･維持管理に燃料代や,人件費

が多く掛ったり,高級な技術能力を必要としたりするのでは,この地区に利益をもたらし再活性化させ

る目的から達のいてしまう事が予想され発電施設としては,先ずローカルエネルギーの利用が大きな

鍵を握っていると云える｡

今回の調査で, (I) BATANG PANGIAN 但) SIATダム(8) BATANG HARIの三地点での水力発電のポテ

ンシャ7)ティが判明したが,夫々の評価古ま現在のところ下記のような事になろう｡.

1. BATANG PANGIAN

Ⅳ地区に最も近く, MOCの意図する地域との位置関係は最適と考えられる｡しかし,取水予定地

点がPLNの調査ではJAMBI州内に在り,州政府間の調整が必要とされる｡更に,調査したのはPL

Nであり,若し開発主体がMOCとなる4)であれば, MOCとPLN問での調整又古ま共同事業の構築

と云った問摩が存在する｡

2. STATダム

スマトラ縦断高速道拷迄9.Oknの位置にあり,既設のかんがい水掛こ沿って進人道時もあり,更に

既設のかんがいダムの落差を利用する為,建殻工事のアクセスは容易であり,又建設費用も比較的少

額が予想し得る｡このダム及び施設古ま公共事業省(MOPW)が建設したものであり,これの利用に

関しては, MOCとMOPW間の調整及び発電利用水量とかんがい必要水量についての受益者間の折

衝が必要である｡ SITIUNGのかんがい事業組合では,ここで得られる電力は約15h離れたⅠ地区の

8ATANG HARI本務に設置されているディーゼルポンプの置換動力として利用したいとの構想を持って
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おり,この場合MOCの意図する計画からは達のいてしまう｡

8. BATANG HARI

IO年前に世銀が調査した地点であるが,事業費規模の点から, MOPWがかんがい専用のダムとし

て計画しており,発電との共用古ま考えられていない｡ SITIUNGのかんがい事業組合姑,外国の援助が

得られれば発電計画も実施したいとの考えを持っているがSITIUNG I及びⅡ地区が需要地として近く,

MOCの意図する貧窮地区への恩恵は及びにくい｡

日本の援助に依る電化計画との観点に立てば, MOCの意図する貧窮移住地農村の振興･再開発計画

の枠組の中で,地域の組合開発の咳となる事業として推進する事が最も適い､と考えられる｡しかし乍

ら,この場合最も大事な点は,開発の結果としての地域の振興が最終目標である以上, (lにの地域に於

ける最適の農村工業や家内工業姑何なのか｡惚それ等製品の市場･涜通経拷･運送･保管に問題はない

か｡ (3)それ等の動力源としての動力は民生用も含めて何Ew必要なのか｡等々の基本的な調査,計画立案

は不可欠である｡従って先ず地域のフィージビリティ調査から始め,需要地及び帝要量を想定した上で,

水源を調査し選定をする必要があろう｡今回の調査三地点は,その候補となり得るものであるが,フィ

ージビリティ調査の結果に依っては,他の地点も候補として浮上する可能性はおおいに在ると云えよう｡

移住地の再開発は,第5次開発5ヶ年計画に於いて姑重要政策の一つであり,小水力発電を開発の原

動力として移住地農村の総合的再開発を図り, KUDによる農村経済の振興を通じて,移住地周辺の在

来農民社会との融和を推進しようとするこのような計画は,インドネシア政府の支持を得られると同時

に,今後の農村再開発事業のモデルケースとして多くの注目を集めるものと考えられる｡更に再生利用

可能なローカルエ%)レギーの横極的利用は,地球環境保護と云う大目的にもかなうものと確信する｡
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V. 調査団の編成

団 長 前 田 元 弘 (経 済) 若玲コンサルタンツ㈱

副団長 根 本 良 彦 (大勝,風力エネルギー) 久保田鉄工㈱

団 員 大 塚 達 三 (発

BZ]具 有 川 度 (発

団 員 榊 原 保 (発

団 員 奥 山 光 雄 (農

木) 神鋼電機㈱

械) ㈱東芝

械) 三菱電機㈱

木) (社)農業土木機械化協会
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Ⅵ. 調査行程

日順 月日 曜 行程 調査内容 宿泊地

1 1.22 月 成田1.Manila 移動 Manila

Manila

Manila

P8ntabangan

Manila

2

8

4

5

6

1.28

1.24

1.25

1.26

I.27

火

水

木

金

土

日本大使館

JICA

国家電力公社(NPC)

国家電化庁(NEl)

国家かんがい庁

林田一等書記官からODAに朗す
る一般事情,Philippinesの電
力事情,調査日程に関する意見
等について説明を受ける｡

大島次長から電力事情の詳細及

び小水力発電開発に関する意見
等について説明を受ける｡

Mr.P.Dinoから小水力発電の開
発状況について鋭明を受ける｡

Nr.忠.Indiongcoから小水力発電
開発状況の詳細について鋭明を
受ける｡

大石専門家から.ODAに関する最
(NIA)

Manila.＋

新資料と農業に関する一般事情
及び今回調査予定地点の概況に
ついて説明を受ける｡

移動(NIAMr.Y.R.Barlis及び
Pantabangan Kr.G.”.Virayが同行)

UPRIIS

現地調査

UPRIISDistrictI

Sr.”.ClenenteからP&npanga地
域の小水力発電開発状況の税明
を受け,意見交換を行う｡

Pant&b&ngand&札及びtぬsiy&y
d&m並に両発電所を視察(立軸
フランシス水草発電機55,555
kYAX2台,立軸カプラン水
単発電機13,333KVAXl台)

DistrictI事務所において地区
事務所

現地調査

Pantabang8n＋M&nila

Manila-J&k&rt&

かんがい排水事業の概要と小水
力発電開発可能地点の税明を受
汁,意見交換を行う｡

SantoTo血aS,BagongLSicat及び
Vacadanの各地点の調査

移動

資料収集整理 Manila

7 1.28 日 移動 Jakarta
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日噸 月日 曜 行程 調査内容 宿泊地

8

9

10

ll

1.29

I.80

1.31

2.1

月

火

水

木

El本大使館

JICA

協同組合省(MOC)

Jakarta-■Padang

経済開発計画部

湯川一等書記官からODAに閲す
る一般事情,Indonesiaの電力
事情について鋭明を受ける｡

稲葉副所長から農業に関する-
般事情,小水力発電開発状況の
鋭明を受8ナる｡

Mr.”.MarJ'onoから小水力発電を
含むローカルエネルギーの開発
状況の説明を受け,意見交換を
行う｡

移動(MOC角田専門家及びMr.
Soediroが同行)

西スマトラ州開発計画部におい

Jakarta

Sunsaidareh

Sungaidareh

Padang

Jakarta

J&k&rt8

(BAPPEDA)抜か

SitiungI及び

て地区の小水力発電朗発予定地
点について説明を受け,同席し
たPLNの地区担当者を含めて意
見交換を行う｡

当地区の小水力発電開発予定地

sitiungⅡ事務所

現地調査

現地調査

点の説明を受け,意見交換を行
う｡

KotoAnau発電所(横軸フラン
シス160EYXl台)及び
SitiungI地区ジーゼル発電所
(100EWXl台,170K甘×1台,
400EYXl台)の視察｡

BatangPangian,BendungSiat

daAの各地点について調査｡

Batangt[ari地点の調査

12

18

14

15

2.2

2.8

2.4

2.5

金

土

日

‾月

MOC西スマトラ州事 調査結果の報告と打合せ,資料
務所 収集

P8dang一事Jak8rt& 移動

MOC-

JICA

調査結果の報告と打合せ,資料
収集

調査結果の報告と打合せ

Jakart&･◆

Singapore-

Singapore.＋成田

移動,資料整理

帰国

Sillg&pOre
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Ⅶ. 面淡者リ ス ト

Ⅶ-1フィリピン共和国

◎在フィリピン日本国大使館

◎JICA

･フィリピン事務所

･ N I A深遠専門家(潜減･排水担当)

1 〝 (畑地澄渡技術開発計画所長)

◎NP C (N&tioム&1Power Corporation)

'Kan8ger,Hydro Power Engineering °ept.

◎NEA (N&tion&l Electrification A血instration)

･ Diyisio-n比anager,

proJ'ect Construction and Maintenance Diy.

Altern&tiye Energy Deyelophent Dept.

＋ Eenseer,

0.I.C.I Mini uydro

◎N I A(National Irrigation Adminstration)

● AdAinistr&tor

● Divisionぬnager,

EquipAent Planning &
.

Specification Deyision

● Diyi8ion M8n&ger,

Specj81 EquipJ)er)t OperatioJIS Deyesion

● Principal Engineer a

(大内専門家のカウンターパート)

● Engineer

林田一等書記官

大島次長､丹羽氏

大石純夫氏

森川政雄氏

Mr.Pancho I.Dほo

Mr.Romeo B. lndiongco

Mr.出ern&ndez

Mr.Del Rosalio

Hr.Guillermo ”.Vir&y

Mr.Leandro C.Eyangelista

Mr.Voltaire 氏.Barlis.

Mr.Ernest Bringe

◎N I A-UPR I I S(The Upper Panp8nga Riyer lntegr8ted Irrigation System)

● Diyision Manager

for Adbinistration Seryice,

District Ⅲ in Cabanatuan

＋ Head

Engineering Section

District Ⅲ

I Secretary

District Ⅲ
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Mr.Rovert C.Squifan
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● Chief

Dab & Reservoir Devision

Pantabang&n,Nueya Ecija

● Division Manager

District I, Mu己oz

●Diyision Manager C

District Ⅱ, T81ayer8

Ⅶ-2 インドネシア共和国

◎在インドネシア日本国大使館

◎JICA

･インドネシア事務所

(農業担当)

･公共事業省源通専門家

水資源総局計画局

･公共事業省梶遺専門家

農業開発l)モートセンシング計画

･農業省据通専門家

食用作物総局

･協同組合省梶遺専門家

電力事業振興局

◎MOC(Ministry of Cooperatiye)

. Secretary Director General

of Business Promotion for Cooperatives

● Chief

Of Sub Directorate of Power Generation

Deyelopnent for Rural Electrific&tion

& Rural Industries.

● Deputy Chief

Eantor Yilayah Departemen Eoperasi

Propinsi Sunatera Barat.

● Chief

Eantor Yi layah Departemen Pertanian

Propinsi Sumatera Barat.
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Mr.

Mr.Per&Sio S.Ganad Jr.

湯川一等書記官

楢葉副所長

木村克彦氏

山崎紘一氏

Mr.Minobu Horie

角田 東氏

Mr. Maniet MarJ'ono

Mr.Soediro

≠r.

Mr.Sayuti Yahya



Ⅷ. 収集資料

Ⅶ-1フィリピン共和国

I J ANNUAL REPORT,1988

NATIONAL PO陀R
･CORPORATION.

2. ANNUAL REPORT,1988

NATIONAL ELEECTRIFICATION ADMINISTRATION

8i LIPPER PAMPANGA RIVER INTEGRATED IRRIGATION

SYSTEM

Produced by UPRIIS PUB”C AFFIIRS & 川FORMATION STUFF

CABANATUAN City

4. PANTABANGAN DAM

THE FIRST MLJLTIPURPOSE DAM IN TFIE COUNTRY

‾5. DIVERSIFIED CROPS IRRIGATION ENGINEERING PROJECT

NATIO河AL IRRIGATION ADM川ISTRAT10N

Ⅷ-2 インドネシア共和国

l. STATISTIE INDONESIA

Statistical Year Book of Indonesia
,1988.

2. INDONESIA 1990

An official Handbook

8. SUMATERA BARAT DALAMANGEA

Yest Sumatra in figures,1988.BAPEDA

(DATA FOR WEST St)MATRA PROVINCE)

4. SAVAHLUNTO/SIJtJNJU何G DALAM ANGEA, 1988.

BAPEDA 14 1989r

(DATA FOR SAYA肌UNTO/SIJUNJUNG)

5. URAIAN SINGEAT

PROYEK IRIGASI SUNGAI DAREH SITIUNG

MEI
,1989,DIRECTORAT

IRIGASI I.

(SnORT ANALYSIS OF SUNGAr DAREH SITIUNG

IRRIGATION PROJECT)

6. DAERAH IRIGASI SITIUNG I DAN PERMASALAHANNYA.

MEI 1989,DIRECTORAT IRIGASI Ⅱ

(THE SITIUNG I IRRIGATION AREA AND ITS PROBLEMS)
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7. DAERAH IRIGASI SITIUNG DAN PENG川BA村GANNYA,

DIRECTORAT IRIGASI Ⅱ.

(THE SITIUNG fRRIGATION AREA AND ITS DEVELOPMENT)

8. StlT DAM 図面

9. SU柑ARY OF F川DINGS FOR EACH MINI tlYDRO.PLN.

10. MASALAH-MASALAH I)ALAM PE脈INAAN ROPERASl/Rt)D

DI PROP川SI SU対ATERA BARAT,JANUARI 1990.

(西スマトラ州に於けるKUDの活動現況-1990年1月)

ll.西スマトラ州に於もナるPLNの電力系統図

12.西スマトラ州に於けるPLNの現有電力設備表

13.インドネシア各州のPLNの電化率義一1989年3月

14. RURAL ELECTRIFICATION DEVELOPMENT PROGRA柵E THROUGtl

COOPE艮ATIVES IN STATE FIVE YEARS DEVELOP肝NT PLANN川G V (REPEuTA V).

第5次開発5ヵ年計画に於ける,協同組合による農村電化開発計画

15. SUNGÅl DAREH SITIUNG IRRIGATION PROJECT

FEASIBILITY REPORT

VOLUME 2 PROJECT ENGINEERlllG

By Sir William t[alcrow and Partners

Consolting Engineers,August 1979.

16. SUNGAI DAREHISITIUNG IRRIGATION PROJECT

INTEGRATED RICE RUBBER STUDY

Ft:ASIBEILITY lモEPORT

By Sir耶11ia血Halcrow and Partners

Cot)suiting Engineers,July 1980.
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Ⅸ. 写 真 集

Ⅸ-1フィリピン共和国
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写真1

PAⅣTABAⅣGAR ダム

余水吐

写真2

PARITABAIIGAN ダム

発電所全長

ht;
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dq二}f:

写真3

NAS川AYダム

発電所屋外設備



'儀

a-j･

写真4

甘ASIYAYダム洪水吐ゲート

操作役傭

写真5

BAST)RG SICA7 取水堰

写真6

vACAダム(ゴム埴)

萄p'叫遠雷遥弓I_1:I

艶鮒+Lヂ･q;‾‥撃,.,.jg&

iL
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lX-2 インドネシア共和国
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写真7

KOTO ANAt)発電所導水管

写真8

ROTO ANAtJ発電所

水草発電機

(BARATA社製7ラン氾水車)

写真9

sIATダム全景
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写110

s11Tダムかんがい

用水持取水工

写暮11

sIATダムからの

かんがい用水路

写井12

s[TIUNG I地区

デーゼル発4所
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写真13

BATANG PANGIAN 地点

写真14

BATANG HARl地点
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